
（平成２４年１０月３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件



  

千葉厚生年金 事案 4805 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失

日に係る記録を昭和 37 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月 15 日から同年 12 月１日まで 

私は、昭和 36 年３月 20 日にＡ社に入社し、同社Ｂ工場において勤務    

した。その後、37 年６月 15 日に同社Ｃ支社へ転勤し、41 年５月 31 日

に退職した。しかし、同社Ｃ支社へ転勤した 37 年６月 15 日から同年

12 月１日までの６か月間について厚生年金保険の被保険者記録が欠落

しているので、調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社の元同僚から提出された同社社史、申立期間当時の同僚の

証言及び申立人の雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、同社に

継続して勤務し（厚生年金保険の適用上は、昭和 37 年 12 月１日に同社Ｂ

工場から同社Ｃ支社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額は、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和

37 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から１万円とすることが妥当

である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

  

  

 

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4806 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 39 年 12 月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月 15 日から 40 年１月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 39 年４月から 44 年 12 月末まで継続して勤務して    

いたが、勤務期間のうち、39 年 12 月 15 日から 40 年１月１日までの期

間が厚生年金保険の被保険者期間とされていないので、この期間を被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する人事記録、同社の回答及び雇用保険の加入記録から判断

すると、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 39 年 12 月 15 日に同社Ｂ

事業所から同社本社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

40 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、資格取得日の誤りを認めていることから、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 39 年 12 月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4807 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

Ａ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年６月 13 日及

び同年 12 月 12 日は 22 万 9,000 円、16 年６月 11 日は 21 万 1,000 円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 13 日 

         ② 平成 15 年 12 月 12 日 

         ③ 平成 16 年６月 11 日 

    

    

    私は、日本年金機構から届いた年金記録に係る確認通知書により、Ａ

社に勤務したときの平成 15 年６月、同年 12 月及び 16 年６月の標準賞

与額の記録が無いことが分かった。申立期間について、調査の上、標準

賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＢ銀行Ｃ支店の預金取引明細表により、申立人は、

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されていたことが確認できる。 

 また、Ｄ市役所から提出された平成 16 年度及び 17 年度市県民税所得課

税証明書における社会保険料の金額は、オンライン記録の標準報酬月額か

ら推計される年間の社会保険料の合計額を上回っていることが確認できる。

 さらに、複数の元同僚から提出された申立期間の賞与明細書によると、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

ることから、申立人についても、申立期間において、事業主により賞与か

ら当該賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていたものと推認される。

 したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、上記賞与明細

  

 

  

 

  



                      

  

書及び上記預金取引明細表により確認できる賞与振込額から試算した厚生

年金保険料控除額に基づき、平成 15 年６月 13 日及び同年 12 月 12 日は

22 万 9,000 円、16 年６月 11 日は 21 万 1,000 円とすることが妥当である。

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料を納

付する義務を履行したか否かについて、事業主からは、申立てどおりの届

出を行ったか明確な回答は無いが、申立期間において申立人と同様にＡ社

から賞与を支給されたとする元同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無い

上、同社が加入していたＥ健康保険組合は、平成 18 年より前は、同社か

らの賞与支払届は提出されていない旨を回答しており、事業主が申立期間

について賞与支払届を提出したにもかかわらず、当該健康保険組合及び社

会保険事務所（当時）の双方がいずれもこれを記録しないとは考え難いこ

とから、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出し

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知をしておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4808 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 21 年１月１日から同年９月１日まで

の期間及び同年 11 月１日から同年 12 月１日までの期間について、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における標準報酬月額に係る

記録を、同年１月から同年８月までは 18 万円、同年 11 月は 17 万円に訂

正することが必要である。 

 なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年１月１日から 22 年４月１日まで 

  私は、平成 13 年４月からＡ社に勤務していたが、21 年１月１日から

22 年４月１日までの期間の厚生年金保険料の納付額をねんきん定期便

で調べると、21 年１月から１万 284 円となっているが、同社の給与明

細書をみると、１万 3,815 円が控除されているので、調査して被保険者

記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間のうち、平成 21 年１月１日から同年８月１日ま

での期間及び同年 11 月１日から同年 12 月１日までの期間に係る標準報酬

  



                      

  

月額については、申立人から提出されたＡ社の給与支給明細書により確認

できる報酬月額及び保険料控除額から、同年１月から同年７月までは 18

万円、同年 11 月は 17 万円とすることが妥当である。 

 また、申立期間のうち、平成 21 年８月１日から同年９月１日までの期

間について、申立人は給与支給明細書を保持していないものの、申立人の

給与総支給額及び保険料控除額は、直近において一定の金額で推移してい

るため、同年８月も前月と同様であったと推認できることから、申立人の

当該期間に係る標準報酬月額については、18 万円とすることが妥当であ

る。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、当該事業所が加入しているＢ健康保険組合から提出

された被保険者記録照会及び平成 21 年７月提出の報酬月額算定基礎届と

もオンライン記録と一致していることから、事業主は、給与支給明細書で

確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間の保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 一方、申立期間のうち、平成 21 年９月１日から同年 11 月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、申立人から提出された給与支給明細書

から確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であることが確認できるが、保険料控除額に見合う標準報酬月額

は、オンライン記録の標準報酬月額と一致することが確認できることから

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 また、申立期間のうち、平成 21 年 12 月１日から 22 年４月１日までの

期間については、申立人の給与支給明細書が無いため、申立人の給与総支

給額及び保険料控除額を確認できない。 

 さらに、申立人の全ての申立期間に係る元同僚の給与支給明細書により

元同僚の上記同期間に係る保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額と一致することが確認できる。 

 このほか、申立期間のうち、平成 21 年 12 月１日から 22 年４月１日ま

での期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

、

  

  、

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4809 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 55 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

  私は、Ａ社に昭和 47 年４月１日から 55 年 10 月 31 日まで勤務してい

たが、厚生年金保険の被保険者資格喪失年月日が同年 10 月 31 日となっ

ているので、調査の上、正しい被保険者記録に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された申立人に係る賃金台帳、事業主の供述及び雇用保

険の加入記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

 したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳に記録

されている昭和 55 年 10 月支給の給与に係る厚生年金保険料控除額から８

万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

  

  

  



                      

  

たか否かについては、事業主は、「納付したと思う。」と回答しているが、

事業主が資格喪失日を昭和 55 年 11 月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所（当時）がこれを同年 10 月 31 日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4810 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額を 50 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年 10 月１日から 12 年２月 16 日まで 

  私は、Ａ社に勤務していたが、私が同社を退職した後に、同社におけ

る標準報酬月額が減額訂正されている旨の連絡を年金事務所から受けた。

私は、訂正処理が行われた平成 13 年１月には、同社と関連のない別の

会社に勤務しており、退職後に標準報酬月額が減額される理由はないの

で、正しい厚生年金保険被保険者記録に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間の厚生年金保

険の標準報酬月額は、当初、50 万円と記録されていたところ、当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成 12 年３月 26 日より後の

13 年１月 23 日付けで、11 年 10 月１日に遡及して９万 2,000 円に減額訂

正されていることが確認できる。 

 一方、当該事業所の商業登記簿謄本により、申立人は申立期間において

当該事業所のＢ（役職）であったことが確認できるが、申立人は平成 12

年２月 10 日にＢ（役職）を退任し、当該遡及訂正処理が行われた 13 年１

月 23 日には当該事業所と関連のない、Ｃ社（現在は、Ｄ社）において、

厚生年金保険及び雇用保険の被保険者資格を取得していることが確認でき

る。 

 また、元同僚は、「厚生年金保険関係の事務は代表取締役社長が行って

おり、申立人は、当該事務に関与していなかった。」と供述していること

から、申立人が当該遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該遡及訂正

処理を行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、50

万円に訂正することが必要である。 

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4811 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 61 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を 26 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

 私は、昭和 41 年９月１日にＡ社に入社し、平成 15 年 11 月 30 日に退

職するまで、同社で継続して勤務していた。昭和 61 年 10 月１日にＣ区

の工場に異動したが、同年９月が厚生年金保険の被保険者期間になって

いないことに納得がいかない。調査の上、被保険者記録を訂正してほし

い。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された回答書及び元同僚の証言から

判断すると、申立人はＡ社及び同社の関連会社に継続して勤務し（昭和

61 年 10 月１日にＡ社から関連会社であるＤ社に出向）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

61 年８月のオンライン記録から、26 万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を

昭和 61 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4812 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 52

年５月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

 また、申立人は、申立期間に係る標準報酬月額について、事業主が社会

保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることか

ら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 16 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 さらに、申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月１日から同年２月

１日までの期間に係る標準報酬月額について、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額（16 万円）を

19万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月 30日から 52年５月１日まで 

私は、昭和 51 年 11 月から 52 年４月末日までＡ社で勤務していたこ    

とから、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が 51 年 11 月 30 日である

ことに納得できない。給料明細書を提出するので調査の上、被保険者記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人から提出された給料明細書、企業年金連合会の中脱記録照会

（回答）及び元同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間におい

てＡ社に継続して勤務していたことが確認できるが、オンライン記録で

は、昭和 51 年 11 月 30 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失してい

る。 



                      

  

    一方、オンライン記録において、Ａ社は、昭和 52年４月 30日に廃業

を理由に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているところ、Ａ社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の資格喪失届は、

その約６か月後の同年 10 月 14 日付けで、51 年 11 月 30 日に遡及して

行われていることが確認できる上、申立人のほかに事業主を含め従業員

５人が、遡って資格喪失処理をされていることが確認できる。 

 また、当該遡及処理前の記録及び給料明細書から、昭和 52 年５月１

日において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所としての要件を満たして

いたと認められることから、適用事業所でなくなったとする当該遡及訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、昭和 51 年

11 月 30 日に厚生年金保険の資格喪失処理を行う合理的な理由は無く、

当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立

人の資格喪失日は、52 年４月の給料明細書から、同年５月１日とする

ことが妥当である。 

 また、申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、16万円とすることが妥当である。 

   

   

   

 

  ２ 申立期間のうち、昭和 52 年１月１日から同年２月１日までの期間に

ついては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

  したがって、申立人から提出された当該期間の給料明細書で確認でき

る報酬月額から、19万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主が適用事業所としての要件を満

たしていながら、社会保険事務所に適用事業所でなくなった届出を行っ

ていたと認められることから、申立人の当該期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4813 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業

所における資格取得日に係る記録を昭和 43 年５月 16 日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を３万６,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月 16 日から同年６月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 37 年４月１日に入社し、平成 10 年２月 15 日に退    

職するまで継続して勤務していた。しかし、厚生年金保険の被保険者記

録では、申立期間の被保険者記録が欠落しているので、調査の上、被保

険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された申立人に係る在籍証明書及び労働者名簿並びに雇用

保険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和

43 年５月 16 日にＡ社Ｄ（部門）から同社Ｅ（部門）Ｃ事業所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ事業所における昭和

43 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

  

  

  



  

千葉国民年金 事案 4373 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年４月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 45 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成２年４月から３年３月まで 

  平成２年夏頃と思うが、大学生の私が＊歳になって数か月が過ぎたと

き、私の母は、「大学生が大けがをして障害者になった場合、国民年金

に加入していないと不利になり大変なことになる。」という記事を読ん

で、Ａ社会保険事務所（当時）に出向き、＊歳に遡って私の国民年金の

任意加入手続を行い、２年４月から手続時までの数か月分の国民年金保

険料を一括して納付してくれた記憶がある。その後の保険料は、納付書

が来て間違いなく全て納付しているので、年金記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿から、

平成３年９月５日にＢ市に払い出された手帳記号番号の一つであることが

確認でき、申立人の国民年金の加入手続は、申立人の手帳記号番号前後の

第３号被保険者の該当処理日から、４年１月頃に行われたものと推認でき、

「２年夏頃に娘の国民年金の任意加入手続を行った。」とする申立人の母

の主張と相違する。 

 また、申立人の母は、「申立期間当時、Ａ社会保険事務所で、＊歳に遡

って国民年金の任意加入手続を行い、＊歳になった月から手続時までの保

険料を一括納付した。納付書は、その場で受け取り、その日に納付し

た。」と申述しているが、国民年金の任意加入手続において、制度上、遡

及して国民年金の被保険者資格を取得して保険料を納付することはできな

い上、申立期間当時、加入手続は、市区町村の窓口で行われ、現年度納付

書は市区町村において発行されていたことから、申立人の母の申述は、当

時の取扱い等と相違している。 

  



  

   さらに、オンライン記録によると、申立人の国民年金の被保険者資格取

得日は、平成３年４月１日であることが確認できる一方、申立人の所持す

る年金手帳に、初めて被保険者となった日が２年４月 12 日と記載されて

いるところ、申立人の手帳記号番号は、前述のとおり、３年９月５日にＢ

市に払い出された手帳記号番号の一つであること、申立期間当時、申立人

は学生で任意加入期間であったこと、及び＊歳以上の学生は、申立期間直

後の３年４月に国民年金の強制加入となったことなどから、申立人は、オ

ンライン記録のとおり、加入手続が行われたと推認される４年１月頃に、

強制加入となった３年４月１日に遡って、国民年金の被保険者資格を取得

したものと考えるのが自然であり、申立期間は、国民年金に未加入の期間

であり、制度上、保険料を納付することはできなかったものと考えられる

 加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

。 

  

  



                      

  

千葉国民年金 事案 4374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年 10 月から８年２月までの期間及び９年５月から同年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年 10 月から８年２月まで 

         ② 平成９年５月から同年６月まで     

    私は、市役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

ていた。納付記録では、申立期間①及び②の保険料が未納とされている

が、申立期間①及び②の前後の保険料は納付しており、申立期間①及び

②だけ納付していないということは考えられないので、申立期間①及び

②が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、納付記録では、申立期間①及び②の前後の国民年金保険料は

納付しており、申立期間①及び②だけ納付していないということは考えら

れないと主張しているが、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録

（１）」欄中には、被保険者でなくなった日が平成７年 10 月 30 日、次の

行に被保険者となった日が８年３月 21 日、被保険者でなくなった日が９

年５月７日、さらに次の行に被保険者となった日が同年７月１日とそれぞ

れ記載されているとともに、Ａ市の印が押されていることが確認でき、当

該資格取得日及び資格喪失日はオンライン記録と一致することから、申立

期間①及び②は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付す

ることができない期間である。 

 また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 さらに、申立期間②は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間

  

  



                      

  

であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、領

収済通知書の光学式読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでおり、

記録漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ないものと考えられる。 

 加えて、申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 55 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成８年 11 月 27 日から 10 年３月１日まで 

私は、Ａ社において、平成８年４月 11 日に厚生年金保険被保険者の    

資格を取得し、同年 11 月 27 日に資格を喪失した年金記録になっている

が、10 年２月 28 日まで勤務して、月給は 12 万 6,000 円ぐらいで、厚

生年金保険料を給料から毎月３万 4,000 円ぐらい引かれていたので、調

べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社において、厚生年金保険の被保険者資格喪失日の平成

８年 11 月 27 日以降の 10 年２月 28 日まで勤務していた。」と申し立てて

いるところ、複数の元同僚は、「８年 11 月 27 日以降も申立人と共に勤務

していた。」と供述している上、申立人に係る雇用保険の加入記録により

離職日が９年２月 28 日になっていることが確認できることから、厚生年

金保険の被保険者資格喪失日以降も当該事業所に勤務していたことは推認

できる。 

 しかし、元事業主の妻は、「厚生年金保険は平成８年 11 月 27 日にやめ

たと思う。雇用保険は残務整理のため、５人ぐらいその後も加入していた

当時、社会保険等を担当していた事業主は、死亡している。」と供述して

いる上、当該事業所に係る商業登記簿謄本によれば、当該事業所は、９年

９月 24 日付けで、株主総会の議決により、解散となっていることが確認

できる。 

 また、オンライン記録によれば、当該事業所は、平成８年 11 月 27 日付

けで、厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人に係る健康

保険被保険者証の回収年月日は、資格喪失日の２日後の同年 11 月 29 日と

、

  

。

  



                      

  

記録されており、元同僚４人も同日に健康保険被保険者証を返却している

ことが確認できる。 

 さらに、申立人の父が加入していたＢ共済組合は、「申立人は、平成９

年７月 10 日から 12 年３月 31 日までの期間、父の被扶養者であった。」

と回答している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4815 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年 10 月から 13 年１月まで 

私は、平成 10 年 10 月から 13 年１月までＡ社に勤務していた。この    

期間、健康保険組合の保険証を所持していた記憶があり、元同僚には加

入記録があることから、この期間における厚生年金保険の被保険者期間

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、元事業主及び複数の元同僚の供述により、申立人

は、申立期間において、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

 しかし、元事業主が所持する労働者名簿によると、申立人は雇用保険の

みに加入し、健康保険及び厚生年金保険に加入していなかったことが確認

できる上、ほかの元役員及び複数の元同僚は、「申立人の雇用形態は、ア

ルバイトであった。当社は、アルバイトについて、健康保険及び厚生年金

保険に加入させていなかったと思う。」と供述している。 

 また、申立人に係る国民健康保険の加入記録は、平成 10 年５月 28 日に

資格取得し、13 年６月 18 日に資格喪失しているところ、当該資格取得日

は、申立人の現在の住所地への転入日、当該資格喪失日は、Ａ社の直後に

勤務した事業所の資格取得日と一致していることが確認できる。 

 さらに、Ａ社に係るオンライン記録において、申立期間に申立人の氏名

は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4816 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年頃から平成２年頃まで 

         ② 平成３年５月１日から９年５月１日まで 

私は、申立期間①において、Ａ（都道府県）Ｂ区のＣ社に正社員とし

    

    

て勤務し、申立期間②において、Ａ（都道府県）Ｄ区のＥ社に日給制社

員として勤務した。それぞれ厚生年金保険に加入していたのに、これら

の勤務期間が年金記録となっていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、事業所の所在地、事業主の姓及び業

務内容等について、当時の状況を具体的に述べていることから、Ｃ社に

勤務していたことは推認できる。 

  しかし、申立期間①の当該事業所の商業登記を確認できない上、オン

ライン記録では、申立人が当該事業所の所在地として供述しているＡ

（都道府県）Ｂ区において、Ｃ社という名称の事業所を厚生年金保険の

適用事業所として確認できない。 

  また、申立人は、当該事業所の元事業主の姓のみしか記憶していない

ため個人を特定することができず、元同僚の氏名も記憶していないこと

から、申立期間①の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

  さらに、申立人は、当該事業所の事業内容はＦ（業種）であったと供

述しているが、Ａ（都道府県）Ｇ局Ｈ（部門）は、「Ｃ社という商号又

は名称で、Ｆ（業種）業者免許申請を受理した事実を確認できない。」

と回答している上、申立人が当該事業所の親会社であると主張している

Ｉ社は、「資料も無く、当該事業所との関係は分からない。」と供述し

ている。 

  

  

  



                      

  

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、事業所の所在地及び業務内容等につ

いて、当時の状況を具体的に述べている上、雇用保険の加入記録により

Ｅ社に勤務していたことが確認できる。 

  しかし、申立期間②において、オンライン記録では、申立人が当該事

業所の所在地として供述しているＡ（都道府県）Ｄ区に、Ｅ社という名

称の事業所を厚生年金保険の適用事業所として確認できない。 

  また、元事業主の所在が不明であり、申立人は、当該事業所の元同僚

の氏名を記憶していないため、申立期間②の保険料の控除について確認

できない。 

  さらに、申立人が当該事業所の親会社であると主張しているＪ社（現

在は、Ｋ社）は、「合併前のＪ社の件は資料も無く、分からない。」と

供述している。 

  このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

、

  

  

  

  

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

、



                      

  

千葉厚生年金 事案 4817（事案 4569 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年５月１日から 37 年４月１日まで 

  私は、Ａ社に勤務した期間について、年金記録では脱退手当金を受給

したことになっているが、当時は脱退手当金という制度があることも知

らず、受給した記憶も無いので、再度調査の上、年金記録を訂正してほ

しい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ｉ）申立人の厚生年金保険被保険者

台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、厚

生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されて

いること、ⅱ）申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和

37 年７月５日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえないこと、ⅲ）申立人から聴取しても受給した記憶が無いとい

うほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当た

らないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき、平成 24 年

４月 11 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている

 今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして再申立てを行っ

ているが、申立人から申立期間の脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる新たな資料や情報の提出は無く、そのほかに当委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

。 

  




